
鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況
設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 6 令和  6年  7月 12日提出

中野(県)-1

中野(県)-1 長野県 長野第１

林不動産鑑定事務所

林　克彦

10,200,000 31,000

令和  6年  7月  1日

令和  6年  7月  1日

令和  6年  7月 10日 令和  6

1.1

中野市大字小田中字屋敷添２７６番２
330

1:1 住宅
ＲＣ1

中規模一般住宅、農
家、アパート等の混
在する住宅地域

西3.5m市道 水道、
ガス、
下水

信州中野
1.2km

(都)１中専
( 60, 200 )

(特別用途地区)
( 60, 160 )

100 30 100 100 低層住宅地

15 20 300 ほぼ長方形

中心市街地に比較的近い既
成住宅地域

基準方位　北　　
３．５ｍ市道

信州中野駅
南東方1.2km

(都)１中専
( 60, 160 )

戸建住宅の中に官舎や事業所等もみられる住宅地域で、周辺では農地を転用した小規模な宅地開発も行なわれている。
地域要因に格別の変動がなく、今後も現状を維持すると予測する。

低層住宅地

31,000

14,200

／

／

方位 +2.0

同一需給圏は、中野市の中心市街地に近い既成の住宅地域で、需要者の中心は市内に居住または通勤する一次取得者で
あるが、周辺市町村からの流入も見られる。圏内では小規模な宅地開発が行われ、供給は概ね安定している。また、中
心市街地に比較的近い利便性等を反映し、需要も概ね安定している。需要の中心となる価格帯は、土地のみで８百万円
～１１百万円程度、新築戸建住宅で３２百万円～３８百万円程度が標準である。

中心市街地に比較的近い古くからの住宅地域で、周辺にはアパート等もみられるが、自己の居住目的での取引が中心で
ある。よって、信頼性の高い取引事例より求めた比準価格を標準とし、収益価格を斟酌し、指定基準地との検討も踏ま
え、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

□ □

信州中野(県)-2

40,300

100.0

102.0 131.3

102.0
30,700

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

+10.0

+2.0

+17.0

0.0

0.0

■ □

31,000

□ □

0.0

市内人口は減少傾向が続き、県全体の減少率より大きい。一
方、県北部豪雪地帯からの移住受け皿都市として、一定の土
地需要はある。

地域要因に格別の変動はない。中心市街地に比較的近い住宅
地域であることから、相応の競争力を有しており、需要は概
ね安定している。

個別的要因に変動はない。



鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況

設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 6 令和  6年  7月 16日提出

中野(県)-2

中野(県)-2 長野県 第１

合同会社斎藤不動産鑑定

齋藤　隆

10,600,000 40,300

令和  6年  7月  1日

令和  6年  7月  1日

令和  6年  7月 12日 令和  6 32,000

中野市中央２丁目４４２番８
「中央２－１０－６」

264

1:1.2 住宅
Ｗ2

中規模一般住宅が建
ち並ぶ既成市街地内
住宅地域

西10.6m市道 水道、
ガス、
下水

信州中野
800m

(都)１住居
( 60, 200 )

30 40 70 200 低層住宅地

15 18 270 長方形

市街地内の既成住宅地域 基準方位北　　　
１０．６ｍ市道

信州中野駅
東方800m

(都)１住居
( 60, 200 )

中心商業地域背後の住宅地域であり、今後も現状維持と予測する。近郊の宅地開発では高価格取引も見られるが、市街
地内既成住宅地の地価は横ばい傾向で推移している。

低層住宅地

40,300

22,600

／

／

方位 +2.0

同一需給圏は中野市の市街地及び近郊の住宅地域である。需要者は市内居住者が中心で、北信地域からの転入者も見ら
れる。近郊の中野松川駅北側地区、江部地区等では未利用地や農地を転用した小規模な宅地開発が行われ高価格分譲も
見られる。一方、市街地内の既成住宅地域では取引が少なく地価は横ばいで推移している。土地は８００万円～１，１
００万円、新築戸建住宅で３，５００万円程度が取引の中心となっている。

近隣地域は居住の快適性を重視する市街地内の住宅地域である。比準価格は中野市の市街地及びその周辺の住宅地の取
引事例のうち規範性の高い事例を重視して査定しており市場性を反映した価格が求められた。一方、収益価格はアパー
トの賃料水準の低さ等から比準価格に比し相当低位になった。よって、需要者の属性を勘案して、実証的な比準価格を
採用し、収益価格は参考に留め、類似の標準地との検討も踏まえて、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

■ □

信州中野-1

35,800

100.0

104.0 87.5

102.0
40,100

0.0

0.0

0.0

+4.0

0.0
0.0

-2.0

-4.0

-7.0

0.0

0.0

■ □

40,300

□ □

0.0

長野県経済は持ち直しの動きが続いている。中野市の新設住
宅着工戸数は令和２年度の落込みからの回復が続いている。

市街地内の利便性が高い住宅地域。近郊の中野松川駅北側等
での宅地開発では高価格取引も見られる。地域要因に特段の
変動はない。

個別的要因に変動はない。



鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況
設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 6 令和  6年  7月 16日提出

中野(県)-3

中野(県)-3 長野県 第１

ツカダ不動産鑑定事務所

塚田　賢治

6,710,000 26,000

令和  6年  7月  1日

令和  6年  6月 14日

令和  6年  7月 10日 令和  6

1.1

中野市大字草間字林畔１８１４番５９
258

1:1 住宅
Ｗ2

中規模一般住宅が建
ち並ぶ丘陵地の既成
住宅地域

南5.6m市道 水道、
ガス、
下水

信州中野
4.8km

(都)
( 60, 200 )

100 70 60 50 戸建住宅地

16.0 16.0 260 正方形

昭和５０年頃に開発された
丘陵地の住宅団地

基準方位　北　　
５．６ｍ市道

信州中野駅
南西方4.8km

(都)
( 60, 200 )

中規模の戸建住宅が建ち並ぶ丘陵地の傾斜地の住宅団地で、分譲されて相当の期間を経過することから熟成した住宅地
域を形成している。地域要因に格別の変動がないので、今後も現状を維持すると予測する。

戸建住宅地

26,000

／

／

／

方位 +4.0

同一需給圏は、中野市郊外及び隣接する長野市豊野地区等の住宅地域で、需要者の中心は市内及び隣接市町居住のサラ
リーマンや自営業者等である。圏内では未利用地や農地を転用した小規模な宅地開発も行われており、供給は概ね安定
している。生活上の便はやや劣るが、総額面で値頃感があることから、一定の需要がある。土地は５００～８００万円
、新築戸建は３，５００万円以内が需要の中心であるが、最近は総額を抑えた小規模な分譲が増えている。

比準価格は、同一団地内や周辺の既成の小規模な分譲地等の取引事例より試算しており、補修正も適正で市場性を反映
した価格が求められた。当該地域は古い開発に係る住宅団地で、原価法及び収益還元法は適用できず、比準価格のみ試
算したが、上記のとおり適切な取引事例より求めており、規範性は高い。よって、比準価格を妥当と認め、指定基準地
との検討も踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

□ □

中野(県)-2

40,300

100.0

102.0 157.5

104.0
26,100

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

+5.0

+20.0

+25.0

0.0

0.0

■ □

26,000

□ □

0.0

景気は緩やかに回復している。設備投資は堅調で、住宅投資
低調。雇用・所得は持ち直しており、個人消費は緩やかに増
加している。

地域要因に格別の変動はない。郊外の古い開発に係る住宅団
地で、利便性が劣ることから、郊外の住宅地としての競争力
はやや劣る。

個別的要因に変動はない。



鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況
設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 6 令和  6年  7月 16日提出

中野(県)-4

中野(県)-4 長野県 第１

ツカダ不動産鑑定事務所

塚田　賢治

6,270,000 32,500

令和  6年  7月  1日

令和  6年  6月 14日

令和  6年  7月 10日 令和  6

1.1

中野市大字江部字田中１２４２番１０
193

1:1 住宅
Ｗ2

小規模一般住宅が多
い郊外の住宅地域

北西4.7m市道 水道、
下水

信州中野
1.8km

(都)
( 60, 200 )

30 100 70 30 戸建住宅地

15 13 190 ほぼ長方形

市街地近郊の古い開発に係
る既成住宅地域

基準方位　北　　
４．７ｍ市道

信州中野駅
西方1.8km

(都)
( 60, 200 )

比較的小規模な戸建住宅が建ち並ぶ古い開発に係る市街地近郊の住宅地域で、周辺では農地等を転用した小規模な宅地
開発も行われている。地域要因に格別の変動がないので、今後も現状を維持すると予測する。

戸建住宅地

32,500

／

／

／

方位 +1.0

同一需給圏は、中野市内の中心市街地に近い既成の住宅地域で、需要者の中心は市内居住のサラリーマンや自営業者等
である。圏内では未利用地や農地を転用した小規模な宅地開発が行われ、供給は概ね安定している。需要は中心市街地
に比較的近い利便性等を反映し、概ね安定している。土地は６００～９００万円、新築戸建は３，５００万円以内が需
要の中心であるが、最近は総額を抑えた小規模な分譲が増えている。

比準価格は、周辺の既成住宅地域や小規模な分譲地内の取引事例より試算しており、補修正も適正で市場性を反映した
価格が求められた。当該地域は古い開発に係る既成住宅地域で、原価法及び収益還元法は適用できず、比準価格のみ試
算したが、上記のとおり適切な取引事例より求めており、規範性は高い。よって、比準価格を妥当と認め、指定基準地
との検討も踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

□ □

中野(県)-2

40,300

100.0

102.0 123.5

101.0
32,300

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

+5.0

+11.0

+6.0

0.0

0.0

■ □

32,500

□ □

0.0

景気は緩やかに回復している。設備投資は堅調で、住宅投資
低調。雇用・所得は持ち直しており、個人消費は緩やかに増
加している。

地域要因に格別の変動はない。利便性が良好なことから、郊
外の住宅地として相応の競争力を有しており、需給は概ね安
定している。

個別的要因に変動はない。



][

100

]

100

［令和 6年 1月］

①-1対象基準地の検討
新規

一般的

(4)対象基準地
 　の個別的要
 　因

ＪＲ駅至近であるが利用客は
少なく店舗立地等の商業移行
性は低い

６．５ｍ市道 上今井駅西方

80m

都計外

④敷地の利用の現
況

499

[ ]

(8)

市内景気は依然厳しい状況にあり、人口は減少、世帯数は微増傾向。

試算価格の調整・
検証及び鑑定評価
額の決定の理由

後記の理由から収益価格は求めることができなかった。比準価格は中野市ほか郊外の集落的性格をもつ地域内の事例を

鑑定評価の手法の
適用

(3)最有効使用の判定 なし

戸建住宅地

北6.5m市道住宅

⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況

一般住宅、農家住宅等が
混在する住宅地域

(2)

(1)

令和6年7月10日

正常価格

(3)鑑定評価の条件

⑨法令上の規制等

令和6年7月2日

円

令和6年7月1日

鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

1　基本的事項

鑑定評価書（令和6年地価調査）別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名

中野（県） -5 長野第１長野県

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類

5,940,000 11,900

1.1

更地としての鑑定評価

①所在及び地番並びに
　「住居表示」等

中野市大字上今井字山根２６３８番イ ②地積

③形状 ⑦供給
処理施
設状況

⑤地域要因の将
　来予測

ＪＲ飯山線上今井駅至近の住宅地域で、合併後も旧豊田村当時と比べ状況変化に乏しく、今後も現状維持と予測

⑧主要な交通施設との
　接近の状況

基
準
地

①範囲

③標準的画地の形状等

④地域的特性 特記
　　
事項

街
　
路

交通
　　
施設

法令
　　
規制

水道、 上今井

80m

60ｍ、

間口　約 25.0 ｍ、 奥行　約 20.0ｍ、 規模 500 形状 長方形

戸建住宅地

②変動率

⑥対象基準地
　の規準価格

街路

交通

環境

画地

行政

その他

公
示
価
格
を

⑦
内
訳

②時点
　修正

③標準化
　補正

④地域要
　因の比
　較

⑤個別的
　要因の
　比較

100

①

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

11,900

/     

/     

不動産鑑定士

東

代表標準地

　標準地番号

標準地

標準地代表標準地

都計外

近
隣
地
域

50ｍ、西 30 ｍ、南 50ｍ北 ②標準的使用

標準地番号

(㎡)

路線価又は倍率

円／㎡

円／㎡

採用し比較検討した。旧豊田村の事例は１つのみであったが、概ね市内集落地域の最近の取引の実勢を把握できたもの

と思われる。個々の取引の分析自体は妥当と考えられ、１手法のみであるが、一定の精度は確保できたと思われる。よ

って、比準価格を標準とし、地積と単価、総額との関連にも留意して本件鑑定評価額を上記のとおり決定した。

( )

㎡程度、

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(円／㎡)

円／㎡12,000前年標準価格

下水1.2:1
Ｗ2

氏名

規
準
と
し
た

価
格

円／㎡

公示価格

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

行政

その他

地
域
要
因

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

行政

その他

地
域
要
因

[ ]

100 [ ] [

⑥対象基準地
　の比準価格

②時点
　修正

③標準化
　補正

④地域要
　因の比
　較

⑤個別的
　要因の
　比較

(円／㎡)

100

[ ]

100 [ ]

100

[ ]

100

(9)
指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

① 指定基準地番号

円／㎡

前年指定基準地の価格

(10)
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

円／㎡公示価格

年間 -0.8 ％ 半年間 ％

③
価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要　因
[ ]

地　域

要　因
[ ]

個別的

要　因[ ]

市中心部より遠方の集落で元来取引は少ない。鉄道駅至近ながら無人

個別的要因に変動はない。

有限会社ながの鑑定

（その他）

商業の業況は低位安定。

駅で利用客も少ない。人口減少傾向、高齢化、建物老朽化が顕著。

する。地価は千曲川西岸で旧中野市街地からは遠いため影響は少なく、独自に下落傾向が続くものと予測する。

倍

倍率種別

(6)
路
線
価

(6)市場の特性 同一需給圏は中野市郊外の既成住宅地域。需要者は中野市内のうち千曲川西岸の旧豊田村住民が中心で、同一需給圏外

からの転入は考え難い。元々住宅地需要は限定的で、地縁的選好性に基づく取引、地元住民間での取引が中心である。

地価が安い分、面積も大きく、結果的に中野市内全般の傾向に準じて、土地価額は６００万円程度、新築の戸建物件は

２０００万円程度までが需要の中心と推測する。

継続

①-2基準地が共通地点(代表標準地等と同一
地点)である場合の検討

(7)

中野（県） -5

提出令和6年7月12日　

開発法 開発法に
よる価格

/     円／㎡

(5)

奥村　淳　　　　　

業者名



][

100

]

100

［令和 6年 1月］

①-1対象基準地の検討
新規

一般的

(4)対象基準地
 　の個別的要
 　因

小学校、記念館、農協等に近
くスーパー等も混在する地域

４．２ｍ市道 替佐駅北西方

4km

都計外

④敷地の利用の現
況

489

[ ]

(8)

市内景気は依然厳しい状況にあり、人口は減少、世帯数は微増傾向。

試算価格の調整・
検証及び鑑定評価
額の決定の理由

後記の理由から収益価格は求めることができなかった。比準価格は中野市・飯綱町・飯山市の郊外の集落的地域内の事

鑑定評価の手法の
適用

(3)最有効使用の判定 なし

農家住宅地

北西4.2m市道住宅

⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況

一般住宅、農家住宅等が
混在する住宅地域

(2)

(1)

令和6年7月10日

正常価格

(3)鑑定評価の条件

⑨法令上の規制等

令和6年7月2日

円

令和6年7月1日

鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

1　基本的事項

鑑定評価書（令和6年地価調査）別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名

中野（県） -6 長野第１長野県

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類

3,600,000 7,360

1.1

更地としての鑑定評価

①所在及び地番並びに
　「住居表示」等

中野市大字永江字篭原１５番１ ②地積

③形状 ⑦供給
処理施
設状況

⑤地域要因の将
　来予測

典型的な農家集落で合併後も旧豊田村当時と比べ状況変化に乏しく今後も現状維持と予測する。地価は千曲川西

⑧主要な交通施設との
　接近の状況

基
準
地

①範囲

③標準的画地の形状等

④地域的特性 特記
　　
事項

街
　
路

交通
　　
施設

法令
　　
規制

水道、 替佐

4km

40ｍ、

間口　約 20.0 ｍ、 奥行　約 25.0ｍ、 規模 500 形状 ほぼ長方形

農家住宅地

②変動率

⑥対象基準地
　の規準価格

街路

交通

環境

画地

行政

その他

公
示
価
格
を

⑦
内
訳

②時点
　修正

③標準化
　補正

④地域要
　因の比
　較

⑤個別的
　要因の
　比較

100

①

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

7,360

/     

/     

不動産鑑定士

東

代表標準地

　標準地番号

標準地

標準地代表標準地

都計外

近
隣
地
域

40ｍ、西 60 ｍ、南 60ｍ北 ②標準的使用

標準地番号

(㎡)

路線価又は倍率

円／㎡

円／㎡

例を採用し比較検討した。採用事例は旧豊田村の事例も含み、農家住宅地の最近の取引の実勢を把握できたものと思わ

れる。個々の取引の分析自体は妥当と考えられ、１手法のみであるが、一定の精度は確保できたと思われる。よって、

比準価格を標準とし、地積と単価、総額との関連にも留意して本件鑑定評価額を上記のとおり決定した。

( )

㎡程度、

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(円／㎡)

円／㎡7,500前年標準価格

下水1:1.2
Ｗ1

氏名

規
準
と
し
た

価
格

円／㎡

公示価格

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

行政

その他

地
域
要
因

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

行政

その他

地
域
要
因

[ ]

100 [ ] [

⑥対象基準地
　の比準価格

②時点
　修正

③標準化
　補正

④地域要
　因の比
　較

⑤個別的
　要因の
　比較

(円／㎡)

100

[ ]

100 [ ]

100

[ ]

100

(9)
指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

① 指定基準地番号

円／㎡

前年指定基準地の価格

(10)
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

円／㎡公示価格

年間 -1.9 ％ 半年間 ％

③
価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要　因
[ ]

地　域

要　因
[ ]

個別的

要　因[ ]

市中心部からは遠く、集落の様相を呈し元来取引は少ない。旧豊田村

個別的要因に変動はない。

有限会社ながの鑑定

（その他）

商業の業況は低位安定。

地区の人口減少、高齢化、建物の老朽化等が顕著。

岸で旧中野市街地から遠いため影響は少なく、今後も過疎化・高齢化につれて下落が続くものと予測する。

倍

倍率種別

(6)
路
線
価

(6)市場の特性 同一需給圏は中野市郊外、飯山市、飯綱町の農家住宅地域。需要者は中野市内のうち旧豊田村住民が中心で、同一需給

圏外からの転入は考え難い。元々住宅地需要は限定的で、地縁的選好性に基づく地元住民間での取引が中心である。地

価が安い分、面積も大きく、取引ごとに総額がまちまちと予想され、需要の中心となる価格帯の把握が困難な状況にあ

る。

継続

①-2基準地が共通地点(代表標準地等と同一
地点)である場合の検討

(7)

中野（県） -6

提出令和6年7月12日　

開発法 開発法に
よる価格

/     円／㎡

(5)

奥村　淳　　　　　

業者名



][

100

]

100

［令和 6年 1月］

①-1対象基準地の検討
新規

一般的

(4)対象基準地
 　の個別的要
 　因

特にない ３．２ｍ市道 信州中野駅北方

2.9km

（都）
(60,200)

④敷地の利用の現
況

331

[ ]

(8)

市内景気は依然厳しい状況にあり、人口は減少、世帯数は微増傾向。

試算価格の調整・
検証及び鑑定評価
額の決定の理由

後記の理由から収益価格は求めることができなかった。比準価格は中野市郊外の集落的性格をもつ地域内の事例を採用

鑑定評価の手法の
適用

(3)最有効使用の判定 なし

戸建住宅地

北3.2m市道住宅

⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況

一般住宅、農家住宅が混
在する住宅地域

(2)

(1)

令和6年7月10日

正常価格

(3)鑑定評価の条件

⑨法令上の規制等

令和6年7月2日

円

令和6年7月1日

鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

1　基本的事項

鑑定評価書（令和6年地価調査）別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名

中野（県） -7 長野第１長野県

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類

5,260,000 15,900

1.1

更地としての鑑定評価

①所在及び地番並びに
　「住居表示」等

中野市大字若宮字宮浦２３２番１８ ②地積

③形状 ⑦供給
処理施
設状況

⑤地域要因の将
　来予測

中野市郊外の住宅地域で農地も多く介在し状況変化に乏しく、今後も現状維持と予測する。中野市街地からは遠

⑧主要な交通施設との
　接近の状況

基
準
地

①範囲

③標準的画地の形状等

④地域的特性 特記
　　
事項

街
　
路

交通
　　
施設

法令
　　
規制

水道、 信州中野

2.9km

30ｍ、

間口　約 16.0 ｍ、 奥行　約 20.0ｍ、 規模 320 形状 長方形

戸建住宅地

②変動率

⑥対象基準地
　の規準価格

街路

交通

環境

画地

行政

その他

公
示
価
格
を

⑦
内
訳

②時点
　修正

③標準化
　補正

④地域要
　因の比
　較

⑤個別的
　要因の
　比較

100

①

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

15,900

/     

/     

不動産鑑定士

(60,200)

東

代表標準地

　標準地番号

標準地

標準地代表標準地

（都）

近
隣
地
域

50ｍ、西 90 ｍ、南 30ｍ北 ②標準的使用

標準地番号

(㎡)

路線価又は倍率

円／㎡

円／㎡

し比較検討した。概ね市郊外の住宅地の最近の取引の実勢を把握できたものと思われる。個々の取引の分析自体は妥当

と考えられ、１手法のみであるが、一定の精度は確保できたと思われる。よって、比準価格を標準とし、地積と単価、

総額との関連にも留意して本件鑑定評価額を上記のとおり決定した。

( )

㎡程度、

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(円／㎡)

円／㎡16,000前年標準価格

下水1:1.2
Ｗ2

氏名

規
準
と
し
た

価
格

円／㎡

公示価格

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

行政

その他

地
域
要
因

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

行政

その他

地
域
要
因

[ ]

100 [ ] [

⑥対象基準地
　の比準価格

②時点
　修正

③標準化
　補正

④地域要
　因の比
　較

⑤個別的
　要因の
　比較

(円／㎡)

100

[ ]

100 [ ]

100

[ ]

100

(9)
指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

① 指定基準地番号

円／㎡

前年指定基準地の価格

(10)
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

円／㎡公示価格

年間 -0.6 ％ 半年間 ％

③
価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要　因
[ ]

地　域

要　因
[ ]

個別的

要　因[ ]

市中心部より遠方の集落的様相を呈する地域で農地も多く介在し元来

個別的要因に変動はない。

有限会社ながの鑑定

（その他）
(60,200)

商業の業況は低位安定。

取引は少ない。近年周辺の新規分譲地開発が盛んだが影響及ばない。

く生活利便性が劣るため、地価は下落傾向が続くものと予測する。

倍

倍率種別

(6)
路
線
価

(6)市場の特性 同一需給圏は中野市郊外の既成住宅地域。需要者は中野市内のうち北寄りの郊外住宅地域に特に地縁的選好性を持ち、

同一需給圏外からの転入は少ないと思われる。元々住宅地需要は限定的で地元住民間での取引が中心である。地価が安

い分、面積にもバラツキが見られるが、中野市郊外全般の傾向に準じて、土地価額は５００～６００万円程度、新築の

戸建物件は２０００万円程度までが需要の中心と推測する。

継続

①-2基準地が共通地点(代表標準地等と同一
地点)である場合の検討

(7)

中野（県） -7

提出令和6年7月12日　

開発法 開発法に
よる価格

/     円／㎡

(5)

奥村　淳　　　　　

業者名



鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況
設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 6 令和  6年  7月 12日提出

中野(県)5-1

中野(県)5-1 長野県 長野第１

林不動産鑑定事務所

林　克彦

7,730,000 41,100

令和  6年  7月  1日

令和  6年  7月  1日

令和  6年  7月 10日 令和  6 33,000

中野市西１丁目５５９番５
「西１－４－３１」

188

1:2 店舗兼住宅
Ｗ2F1B

主に低層の店舗、事
務所等が建ち並ぶ商
業地域

南西10.2m市道 水道、
ガス、
下水

信州中野
180m

(都)商業
( 80, 400 )

70 80 60 40 低層店舗事務所併用地

10.0 20.0 200 長方形

駅に近い既成商業地 １０．２ｍ市道 信州中野駅
東方180m

(都)商業
( 80, 400 )

駅に近い、店舗、事務所が建ち並ぶ商業地域。郊外型店舗、スーパー等への顧客移転により商況は低迷しているが、付
近では昨年６月にホテルが開業したことで、今後人通りや商況変化の可能性がある。

低層店舗事務所併用地

43,000

27,900

／

／

ない

同一需給圏は中野市内の商業地域、住商混在地域である。需要者は市内外の小売、サービス業等の事業者が想定される
。信州中野駅前の商店街は、郊外型大型店舗への顧客流出により商況は低迷しており、中小店舗地の需要は弱い。一方
、経営者の高齢化や経営環境の悪化で潜在的な供給圧力は強い。取引価格は、当事者の個別事情に左右される場合が多
く、価格水準のバラツキも大きく、需要の中心となる価格帯は見出し難い。

比準価格は中野市内の類似する商業地域、住商混在地域の事例を採用しており、市場性を反映し、説得力のある価格で
ある。近隣地域は低層利用が中心の中小店舗地で、効率的賃貸想定が困難なため、収益価格は低位にならざるを得ない
。したがって複数の取引事例より求められた市場性を反映する比準価格を標準として、収益価格を関連付け、代表標準
地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

■ □

信州中野5-1

44,300

99.5

100.0 107.5

100.0
41,000

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

+2.0

-3.0

+12.0

-3.0

0.0

■ □

41,200

□ □

-0.2

中野市の人口は減少傾向が続いている。インバウンドの増加
や企業収益の回復等も見られ、経済の回復が期待される。

昨年６月に付近でホテルが開業したことにより、観光客の入
込みが期待される。

個別的要因に変動はない。



鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況
設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 6 令和  6年  7月 16日提出

中野(県)5-2

中野(県)5-2 長野県 第１

ツカダ不動産鑑定事務所

塚田　賢治

52,600,000 31,200

令和  6年  7月  1日

令和  6年  6月 14日

令和  6年  7月 10日 令和  6

1.1

中野市大字一本木字大田３１５番１外
1,687

1:1.5 店舗
Ｓ1

店舗、営業所等の多
い郊外の国道沿いの
路線商業地域

南25m国道、
背面道

水道、
下水

信州中野
2.4km

(都)
( 60, 200 )

( 70, 200 )

150 150 60 50 低層店舗地

30 50 1,500 ほぼ長方形

特にない ２５ｍ国道 信州中野駅
北東方2.4km

(都)
( 70, 200 )

中野市郊外の国道バイパス沿いにショッピングセンターやホームセンター等の各種物販店舗や飲食店等が進出する路線
商業地域で、地域要因に格別の変動がないので、今後も現状を維持すると予測する。

低層店舗地

31,800

23,900

／

／

二方路 0.0

同一需給圏は、中野市郊外の幹線道路沿い等の路線商業地域で、需要者は物販や飲食店を全国展開する流通業者や沿道
サービス事業等を拡大しようとする地場の法人等が考えられる。大手の店舗需要は、定期借地や建設協力金等を差し入
れて借家するケースが多いが、最近は地価が下落し値頃感がでてきたことから取得するケースもみられる。コロナ後の
社会経済活動が活発化する中で、車両交通量の多い、幹線道路沿いの店舗需要は安定している。

比準価格は、補修正も適正で市場性を反映した価格が求められた。収益価格は、基準地に郊外型の店舗を建築して賃貸
する場合を想定して求めたもので、収益性を反映した価格であるが、想定建物のボリューム等により収益性に差違が生
じるので、やや流動的な側面も有する。以上の各価格の性格及び市場参加者の属性等を勘案し、本件においては比準価
格を重視し、収益価格を関連づけ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

□ □

■ □

31,200

□ □

0.0

路線型の商業地域においては、借地や借家需要が中心で、コ
ロナ後の社会経済活動が活発化するなかで、好調業種の需要
は上向いている。

地域要因に格別の変動はない。大型店も多い郊外の商業地域
で、路線商業地域としては相応の競争力を有し、需要も安定
している。

個別的要因に変動はない。


